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  （百万円未満四捨五入）

１．2018年12月期第２四半期の連結業績（2018年１月１日～2018年６月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  売上収益 営業利益 税引前利益 四半期利益 
親会社の 

所有者に帰属する 
四半期利益 

四半期包括利益 
合計額 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2018年12月期第２四半期 139,099 31.5 4,908 41.3 3,887 26.4 2,465 41.7 2,069 48.9 601 △74.8 

2017年12月期第２四半期 105,811 84.4 3,474 46.8 3,075 80.1 1,740 93.7 1,390 68.1 2,385 － 

 

  
基本的１株当たり 

四半期利益 
希薄化後１株当たり 

四半期利益 

  円 銭 円 銭 

2018年12月期第２四半期 20.28 20.17 

2017年12月期第２四半期 14.51 14.35 

（注１）2017年１月及び４月において行った企業結合に係る暫定的な会計処理の確定に伴い、2017年12月期第２四半期の

要約四半期連結財務諸表を遡及修正しております。 

（注２）当社は、2017年10月１日付で普通株式１株につき５株の株式分割を行っております。これに伴い、前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「基本的１株当たり四半期利益」及び「希薄化後１株当たり四

半期利益」を算定しております。 
 

（２）連結財政状態 

  資産合計 資本合計 
親会社の所有者に 

帰属する持分 
親会社所有者 
帰属持分比率 

１株当たり親会社 
所有者帰属持分 

  百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭 

2018年12月期第２四半期 156,072 21,441 18,607 11.9 182.40 

2017年12月期 124,645 26,757 24,958 20.0 244.76 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

2017年12月期 － 0.00 － 19.00 19.00 

2018年12月期 － 0.00       

2018年12月期（予想）     － 21.00 21.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

 

３．2018年12月期の連結業績予想（2018年１月１日～2018年12月31日） 

  （％表示は、対前期増減率）
 

  売上収益 営業利益 税引前利益 当期利益 
親会社の所有者に 
帰属する当期利益 

基本的１株当たり 
当期利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 290,000 26.0 13,800 21.5 12,800 23.1 8,600 24.1 6,900 11.7 67.66 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 

 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更 

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：有 

②  ①以外の会計方針の変更                ：無 

③  会計上の見積りの変更                  ：無 

 

（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2018年12月期２Ｑ 102,005,000 株 2017年12月期 101,968,000 株 

②  期末自己株式数 2018年12月期２Ｑ 490 株 2017年12月期 490 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 2018年12月期２Ｑ 101,995,353 株 2017年12月期２Ｑ 95,740,550 株 

（注）当社は、2017年10月１日付で普通株式１株につき５株の株式分割を行っております。これに伴い、前連結会

計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「発行済株式数（普通株式）」を算定しております。 

 

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての

注意事項等については、添付資料４ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予

測情報に関する説明」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間における事業環境は、前期に緊張が高まった朝鮮半島情勢は平昌オリンピックや米朝

首脳会談を受けて一旦落ち着きを見せておりますが、その一方、米中関係は貿易戦争へ突入する恐れも出始めてお

り、さらに、好調の続く米国景気を受けた米国の利上げ観測の影響により各国の通貨は米ドルに対して総じて下落

傾向にあり、発展途上国を中心に不安が広がっています。 

その中で国内の事業環境は、主要顧客である大手メーカーの動向に大きな影響を与える外国為替が、対米ドルで

は円高になったものの、その他の通貨に対して円高はさほど進行せず、また、底堅い内需にも支えられてメーカー

の生産は堅調であり、国内景気も同様に堅調に推移しました。さらに、６月の有効求人倍率は44年ぶりの1.62倍

と、高水準で推移しており、メーカーのみならず、ＩＴや建設、コンビニエンスストア等のサービス業において

も、当業界の活用ニーズは非常に旺盛で、高まる一方であります。加えて、2018年に労働契約法や労働者派遣法の

改正の本格適用に伴い対応を迫られる、いわゆる雇用の2018年問題（※）が顕在化し始めており、派遣先企業と派

遣事業者が協力して対処しています。製造工程では、メーカーが自社雇用する期間工の活用から派遣活用へのシフ

トが加速するとともに、外国人技能実習生の需要も拡大しております。また、開発工程では、これまで届出制の特

定派遣を行っていた技術者派遣事業者が、労働者派遣法の改正により許可制に統一されることを機に、会社売却や

事業売却を行う動きが増加し、淘汰が進行しております。この売却等の動きは、ＩＴ系でも同様に見受けられま

す。 

このような国内の事業環境に対して、当社グループでは、製造系分野では、労働契約法の改正に伴うニーズに対

応したＰＥＯスキーム（メーカーなどが直接雇用している期間工を、雇用が５年を超える前に当社グループにて正

社員として受け入れるスキーム）の戦略が顧客に高く評価され、本スキームの導入が大手メーカーを中心に大きく

進捗し、一人当たり採用コストの上昇を抑えながら順調に増員させて業容を拡大しました。また、技術系分野も、

当社グループの教育機関であるＫＥＮスクールによる未経験者を教育して配属するスキームが順調に進捗し、製造

系と同様に一人当たり採用コストの上昇を抑えながら順調に増員して業績を伸長させました。加えて、新卒者の採

用も好調であり、４月には連結で1,300名を超える新卒者が入社し、2019年には連結で1,600名を超える新卒採用の

計画も順調に進捗しております。さらに、労働者派遣法改正に伴い事業を撤退する事業者の取り込みも順調に進行

し、業界再編をリードしております。 

このほか、マクロな環境変化等による変動が激しい製造分野とは異なり、景気変動の影響を受けにくい米軍施設

向け事業やコンビニエンスストア向け事業等も順調に拡大しており、業績の平準化を図る体制強化も順調に進展し

ました。 

一方、海外の事業環境は、朝鮮半島やアラビア半島の緊張の高まり、大国間における貿易摩擦や情報規制等のせ

めぎ合いによって経済の先行き不透明感は増大しておりますが、各国で相応の経済成長が持続しており、当業界の

活用ニーズも非常に旺盛であります。 

このような環境に対して、当社グループでは、これまでのアジア地域での日系メーカーとの取引拡充とともに、

進出した欧州や南米における欧米の大手多国籍企業との取引も拡大し、さらにはグループ会社間で相互に顧客紹介

し合うといった真のМ＆Ａシナジーといえる営業連携も進捗しています。また、当社グループでは、人材不足の国

に対して人材の余剰感のある国からスタッフを送る人材流動化スキームをアジア地域で展開しておりましたが、５

月にはオランダ・ポーランドを中心に欧州における人材流動化スキームを持つ大手人材会社のOTTO Holding B.V.

社がグループ入りし、当社グループにおけるグローバル規模の人材流動化スキームが確立されつつあり、さらなる

成長のドライバーとして活かしてまいります。加えて、豪州・欧州の安定的な公共系アウトソーシング事業も着実

に事業拡大しております。 

これらの取組によって、第２四半期連結累計期間として９期連続で売上収益の過去最高を更新し、利益も過去最

高を大きく塗り替えました。 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の連結売上収益は139,099百万円（前年同期比31.5％増）、営業利益は

4,908百万円（前年同期比41.3％増）、税引前四半期利益は3,887百万円（前年同期比26.4％増）、親会社の所有者

に帰属する四半期利益は2,069百万円（前年同期比48.9％増）となりました。 

（※）2013年４月施行の改正労働契約法により、有期労働契約が反復更新され通算５年を超えると労働者の申込

みにより無期雇用契約に転換されるルール(無期転換ルール）が導入されました。この施行から５年を迎える2018

年４月以降は、無期転換の本格的な発生が見込まれることから、使用者にとっては、本来意図していない期間工の

長期雇用リスクが顕在化することとなります。また、2015年の労働者派遣法（労働者派遣事業の適正な運営の確保

及び派遣労働者の保護等に関する法律）改正では、許認可の厳格化や派遣労働者に対する雇用安定措置やキャリア

アップ措置の義務付け、派遣先労働者との均等待遇推進の努力義務が課されるなど、派遣事業者にとって相当な負

担となる事実上の規制強化が行われています。これらの事業継続コストが重荷となり、人材確保難とも相まって、

経営体力が乏しい小規模派遣事業者の事業売却や廃業が増加傾向にあります。 
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セグメントの業績は次のとおりであります。

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較については、

前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。 

（国内技術系アウトソーシング事業） 

国内技術系アウトソーシング事業におきましては、ＫＥＮスクールを活用した、未経験者を教育して配属するス

キームが順調に進捗し、採用コストを抑制しながら採用人数を伸ばすことにより、好調な輸送機器メーカー向けを

はじめとして、メーカーの生産変動の影響を受けにくくするための重点分野であるＩＴ分野や建設分野も順調に業

容拡大しました。一方、利益面では、この未経験者スキームが順調に推移しているため、計画を上回るコストを投

じて採用・教育費用をかけており、さらに４月には約1,000名の新卒が入社したため、配属までの人件費や研修費

用等、利益を大きく圧迫する一時的コストが発生しましたが、順調に配属が進み、これらの一過性費用を吸収して

大きく売上・利益を伸長することができました。また、2019年には当期比約600名増の1,600名を超える新卒採用を

目指しており、多くの先行費用が発生しましたが、これらも2019年12月期後半には大きく利益貢献する見込みで

す。 

以上の結果、売上収益は32,547百万円（前年同期比39.6％増）、営業利益は2,285百万円（前年同期比83.7％

増）となりました。 

（国内製造系アウトソーシング事業） 

国内製造系アウトソーシング事業におきましては、国内生産は堅調に推移しており、加えて労働者派遣法の改正

に伴う期間工から派遣活用への転換ニーズに対し、ＰＥＯスキームの戦略が順調に進捗して増員することにより、

製造派遣・請負は順調に業容を拡大しました。 

旧セグメントの国内管理系アウトソーシング事業にあたる管理業務受託におきましては、派遣先であるメーカー

にとって規制緩和となる労働者派遣法の改正が行われた影響を受け、メーカーの自社雇用の期間工活用ニーズは低

調でありましたが、メーカーの外国人技能実習生の管理等を代行するビジネスが本格化し、国内有数の管理人数を

誇る事業に成長しました。 

また、旧セグメントの国内人材紹介事業にあたる期間工の有料職業紹介におきましては、派遣先であるメーカー

にとって規制緩和となる労働者派遣法の改正が行われた影響を受けて、期間工採用に向けた新規取引先の獲得は低

調でしたが、既存顧客における生産動向を受けて安定したニーズがあり、堅調に推移しました。 

以上の結果、売上収益は28,785百万円（前年同期比27.7％増）、営業利益は2,738百万円（前年同期比75.4％

増）となりました。 

（国内サービス系アウトソーシング事業） 

国内サービス系アウトソーシング事業におきましては、製造系とは異なり、景気変動の影響を受けにくい米軍施

設向け事業やコンビニエンスストア向け事業等を推進しておりますが、特に米軍施設向け事業において、前期４月

よりアメリカンエンジニアコーポレイションがグループ入りしたことが大きく貢献し、大幅に業容拡大して主力事

業に成長し、利益も大きく伸長しました。 

以上の結果、売上収益は9,249百万円（前年同期比100.0％増）、営業利益は657百万円（前年同期比129.0％増）

となりました。 

（海外技術系事業） 

海外技術系事業におきましては、豪州や欧州地域の先進国における、安定的な公共向けを中心としたＩＴ等の技

術系アウトソーシング事業が順調に進捗し、大幅な増収増益となりました。 

以上の結果、売上収益は16,165百万円（前年同期比19.2％増）、営業利益は664百万円（前年同期比46.1％増）

となりました。 

（海外製造系及びサービス系事業） 

海外製造系及びサービス系事業におきましては、各国の景気動向は日本と比べるとおおむね高水準であり、当業

界の活用ニーズも高く活況であります。その一方、労働者保護を目的とした法改正も行われることがあり、一過性

ではありますが、本年１月にドイツでの法改正に伴う対応により該当する一部のスタッフが減少して相応のコスト

を要しました。 

しかし、各国における需要は非常に高く、ドイツ以外の各社において順調に業容拡大を図るとともに、ドイツも

２月以降上昇トレンドに戻っております。加えて、アジアの日系メーカーとその他地域で取引する欧米系メーカー

への顧客紹介等のクロス営業も強化しております。また、景気変動の影響を受けにくく安定している公共関連サー

ビスも豪州及び欧州にて拡大しており、大幅に業容を拡大させて国内セグメントに比肩する主力事業に成長しまし

た。 
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本年５月には、欧州における人材流動化スキームを持つ大手人材会社のOTTO Holding B.V.社がグループ入り

し、グローバル規模での人材流動化スキームの基盤を確立しました。 

以上の結果、売上収益は52,102百万円（前年同期比25.4％増）、営業利益は1,398百万円（前年同期比11.8％

減）となりました。 

（その他の事業） 

その他の事業におきましては、自動車部品の開発・販売事業、特例子会社での障がい者による事務のシェアード

サービス事業及び手話教室事業等はそれぞれ堅調に推移しました。

以上の結果、売上収益は251百万円（前年同期比7.3％増）、営業利益は61百万円（前年同期は営業利益１百万

円）となりました。 

（２）財政状態に関する説明

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は156,072百万円となり、前連結会計年度末に比べ31,427百万円

の増加となりました。これは主に連結子会社の増加等によるものであります。 

負債につきましては、負債合計が134,631百万円となり、前連結会計年度末に比べ36,743百万円の増加となりま

した。これは主に企業結合に伴う借入金の増加及びその他の金融負債の増加等によるものであります。 

資本につきましては、資本合計が21,441百万円となり、前連結会計年度末に比べ5,316百万円の減少となりまし

たが、これは主に企業結合に伴うその他の資本剰余金の減少、四半期利益及び期末配当金の支払い等を反映したも

のであります。 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2018年12月期の業績予想につきましては、2018年２月14日に公表いたしました連結業績予想から変更はありませ

ん。 

当該予想数値は現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおりま

す。実際の業績等は業況の変更等により、当該予想数値と異なる場合があります。 
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２．要約四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）要約四半期連結財政状態計算書

（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（2017年12月31日） 

当第２四半期 
連結会計期間 

（2018年６月30日） 

資産 

流動資産 

現金及び現金同等物 19,108 20,368

営業債権及びその他の債権 34,390 44,444

棚卸資産 1,373 1,589

その他の金融資産 1,714 5,555

その他の流動資産 2,727 7,415

流動資産合計 59,312 79,371

非流動資産 

有形固定資産 6,922 8,285

のれん 39,239 48,334

無形資産 10,936 10,685

その他の金融資産 3,137 4,281

その他の非流動資産 2,096 2,171

繰延税金資産 3,003 2,945

非流動資産合計 65,333 76,701

資産合計 124,645 156,072
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
（2017年12月31日） 

当第２四半期 
連結会計期間 

（2018年６月30日） 

負債及び資本 

負債 

流動負債 

営業債務及びその他の債務 23,758 32,133

社債及び借入金 14,354 26,669

その他の金融負債 1,869 3,387

未払法人所得税等 4,659 3,717

その他の流動負債 6,954 8,706

流動負債合計 51,594 74,612

非流動負債 

社債及び借入金 33,727 43,568

その他の金融負債 5,740 9,832

退職給付に係る負債 3,289 3,346

引当金 705 764

その他の非流動負債 98 100

繰延税金負債 2,735 2,409

非流動負債合計 46,294 60,019

負債合計 97,888 134,631

資本 

資本金 7,131 7,139

資本剰余金 8,843 8,849 

自己株式 △0 △0

その他の資本剰余金 △5,814 △10,542

その他の資本の構成要素 741 △1,083

利益剰余金 14,057 14,244

親会社の所有者に帰属する持分合計 24,958 18,607

非支配持分 1,799 2,834

資本合計 26,757 21,441

負債及び資本合計 124,645 156,072
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（２）要約四半期連結損益計算書

（単位：百万円） 

前第２四半期連結累計期間 
（自 2017年１月１日 
至 2017年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 2018年１月１日 
至 2018年６月30日） 

売上収益 105,811 139,099

売上原価 △86,035 △112,618

売上総利益 19,776 26,481

販売費及び一般管理費 △16,489 △21,514

その他の営業収益 316 219

その他の営業費用 △129 △278

営業利益 3,474 4,908

金融収益 227 69

金融費用 △626 △1,090

税引前四半期利益 3,075 3,887

法人所得税費用 △1,335 △1,422

四半期利益 1,740 2,465

四半期利益の帰属 

親会社の所有者 1,390 2,069

非支配持分 350 396

四半期利益 1,740 2,465

１株当たり四半期利益 

基本的１株当たり四半期利益（円） 14.51 20.28

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 14.35 20.17
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（３）要約四半期連結包括利益計算書

（単位：百万円） 

前第２四半期連結累計期間 
（自 2017年１月１日 
至 2017年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 2018年１月１日 
至 2018年６月30日） 

四半期利益 1,740 2,465

その他の包括利益 

純損益に振り替えられることのない項目 

確定給付型退職給付制度の再測定額 48 84

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する 

資本性金融資産の公正価値の変動 
－ 35

純損益に振り替えられることのない項目合計 48 119

純損益に振り替えられる可能性のある項目 

在外営業活動体の換算差額 566 △1,983

売却可能金融資産の公正価値の変動 31 －

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する 

負債性金融資産の公正価値の変動 
－ 0

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計 597 △1,983

税引後その他の包括利益 645 △1,864

四半期包括利益 2,385 601

四半期包括利益の帰属 

親会社の所有者 2,057 328

非支配持分 328 273

四半期包括利益 2,385 601
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（４）要約四半期連結持分変動計算書

親会社の所有者に帰属する持分 

資本金  資本剰余金   自己株式 
その他の 

資本剰余金 

その他の資本の構成要素 

在外営業 
活動体の 
換算差額 

売却可能 
金融資産の 
公正価値の 
純変動 

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する負債性
金融資産の公
正価値の変動 

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
2017年１月１日時点の
残高 

1,759 3,502 △0 △4,717 △1,403 167 －

四半期利益 － － － － － － －

その他の包括利益 － － － － 588 31 －

四半期包括利益合計 － － － － 588 31 －

新株の発行 5,281 5,281 － △105 － － －

株式発行費用 － △25 － － － － －

新株予約権の発行 － － － 85 － － －

配当金 － － － － － － －

株式報酬取引 － － － 41 － － －
その他の資本の構成
要素から利益剰余金
への振替 

－ － － － － － －

その他の増減 － － － － － － －

所有者による拠出及び
所有者への分配合計 

5,281 5,256 － 21 － － －

企業結合等による変
動 

－ － － △545 － － －

子会社に対する所有持
分の変動額合計 

－ － － △545 － － －

所有者との取引額合計 5,281 5,256 － △524 － － －

2017年６月30日時点の
残高 

7,040 8,758 △0 △5,241 △815 198 －

2018年１月１日時点の
残高 

7,131 8,843 △0 △5,814 458 283 －

会計方針の変更の影響 － － － － 0 △283 0

2018年１月１日時点の
修正後残高 

7,131 8,843 △0 △5,814 458 － 0

四半期利益 － － － － － － －

その他の包括利益 － － － － △1,860 － 0

四半期包括利益合計 － － － － △1,860 － 0

新株の発行 8 8 － △4 － － －

配当金 － － － － － － －

株式報酬取引 － － － 41 － － －
非支配株主へ付与さ
れたプット・オプシ
ョン 

－ － － △4,765 － － －

その他の資本の構成
要素から利益剰余金
への振替 

－ － － － － － －

その他の増減 － △2 － － 1 － －

所有者による拠出及び
所有者への分配合計 

8 6 － △4,728 1 － －

企業結合等による変
動 

－ － － － － － －

子会社に対する所有持
分の変動額合計 

－ － － － － － －

所有者との取引額合計 8 6 － △4,728 1 － －

2018年６月30日時点の
残高 

7,139 8,849 △0 △10,542 △1,401 － 0

- 9 -

㈱アウトソーシング（2427）　2018年12月期　第２四半期決算短信



親会社の所有者に帰属する持分 

非支配持分 資本合計 

その他の資本の構成要素 

 利益剰余金   合計 
確定給付
型退職給
付制度の 
再測定額 

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する資本性
金融資産の公
正価値の変動 

合計 

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
2017年１月１日時点の
残高 

－ － △1,236 8,391 7,699 2,302 10,001 

四半期利益 － － － 1,390 1,390 350 1,740 

その他の包括利益 48 － 667 － 667 △22 645 

四半期包括利益合計 48 － 667 1,390 2,057 328 2,385 

新株の発行 － － － － 10,457 － 10,457

株式発行費用 － － － － △25 － △25

新株予約権の発行 － － － － 85 － 85

配当金 － － － △733 △733 △227 △960

株式報酬取引 － － － － 41 － 41

その他の資本の構成
要素から利益剰余金
への振替 

△48 － △48 48 － － －

その他の増減 － － － 0 0 － 0

所有者による拠出及び
所有者への分配合計 

△48 － △48 △685 9,825 △227 9,598 

企業結合等による変
動 

－ － － － △545 △78 △623

子会社に対する所有持
分の変動額合計 

－ － － － △545 △78 △623

所有者との取引額合計 △48 － △48 △685 9,280 △305 8,975 

2017年６月30日時点の
残高 

－ － △617 9,096 19,036 2,325 21,361 

2018年１月１日時点の
残高 

－ － 741 14,057 24,958 1,799 26,757 

会計方針の変更の影響 － 283 0 △28 △28 △6 △34

2018年１月１日時点の
修正後残高 

－ 283 741 14,029 24,930 1,793 26,723 

四半期利益 － － － 2,069 2,069 396 2,465 

その他の包括利益 84 35 △1,741 － △1,741 △123 △1,864

四半期包括利益合計 84 35 △1,741 2,069 328 273 601 

新株の発行 － － － － 12 － 12

配当金 － － － △1,937 △1,937 △277 △2,214

株式報酬取引 － － － － 41 － 41

非支配株主へ付与さ
れたプット・オプシ
ョン 

－ － － － △4,765 － △4,765

その他の資本の構成
要素から利益剰余金
への振替 

△84 － △84 84 － － －

その他の増減 － － 1 △1 △2 － △2

所有者による拠出及び
所有者への分配合計 

△84 － △83 △1,854 △6,651 △277 △6,928

企業結合等による変
動 

－ － － － － 1,045 1,045

子会社に対する所有持
分の変動額合計 

－ － － － － 1,045 1,045 

所有者との取引額合計 △84 － △83 △1,854 △6,651 768 △5,883

2018年６月30日時点の
残高 

－ 318 △1,083 14,244 18,607 2,834 21,441 
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（５）要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（親会社の所有者に帰属する持分の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動）

該当事項はありません。 

（会計方針の変更）

要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下を除き、前連結会計年度に係る連結財務諸表

において適用した会計方針と同一であります。 

なお、当第２四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を基に算定しております。 

当社グループは、第１四半期連結会計期間より、以下の基準を適用しております。 

IFRS 新設・改訂の概要 

IFRS第９号 金融商品 ヘッジ会計、減損会計、分類及び測定に関する改訂

IFRS第15号 顧客との契約から生じる収益 収益認識に関する会計処理及び開示に関する基準の改訂 

（IFRS第９号「金融商品」の適用） 

当社グループは、第１四半期連結会計期間よりIFRS第９号「金融商品」（2014年７月改訂、以下「IFRS第９

号」という。）を適用しております。当社グループでは、経過措置に従って、前連結会計年度の連結財務諸表に

はIFRS第９号を遡及適用しておりません。 

当社グループは、IFRS第９号を適用したことにより、適用開始日に金融資産の分類を以下のとおりに変更して

おります。 

当社グループは、金融資産について、純損益又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産、償

却原価で測定する金融資産に分類しております。 

すべての金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する区分に分類される場合を除き、公正価値に取引費用

を加算した金額で測定しております。 

金融資産は、以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金融資産に分類しております。 

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに基づいて、資

産が保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが特定の

日に生じる。

償却原価で測定する金融資産以外の金融資産は、公正価値で測定する金融資産に分類しております。 

公正価値で測定する資本性金融資産については、純損益を通じて公正価値で測定しなければならない売買目的

で保有される資本性金融資産を除き、個々の資本性金融資産ごとに、純損益を通じて公正価値で測定するか、そ

の他の包括利益を通じて公正価値で測定するかを指定し、当該指定を継続的に適用しております。 

当該分類変更に伴い、従来「売却可能金融資産」として分類していた金融資産は「その他の包括利益を通じて

公正価値で測定する金融資産」に分類されます。「売却可能金融資産」に係る減損損失は、従来連結損益計算書

において純損益として認識しておりましたが、「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産」に係

る公正価値の変動はその他の包括利益として認識します。 

また、IFRS第９号の適用により、当社グループは償却原価で測定する金融資産の減損の認識にあたって、当該

金融資産に係る予想信用損失に対して貸倒引当金を認識する方法に変更しております。この方法では、期末日ご

とに各金融資産に係る信用リスクが当初認識時点から著しく増加しているかどうかを評価しており、当初認識時

点から信用リスクが著しく増加していない場合には、12ヶ月の予想信用損失を貸倒引当金として認識しておりま

す。一方で、当初認識時点から信用リスクが著しく増加している場合には、全期間の予想信用損失と等しい金額

を貸倒引当金として認識しております。 

ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権については、信用リスクの当初認識時点からの著しい増加の

有無にかかわらず、常に全期間の予想信用損失と等しい金額で貸倒引当金を認識しております。 

なお、この基準の適用による当社グループの業績又は財政状態に対する影響は軽微であります。 
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（IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」の適用） 

当社グループは、IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」（2016年４月修正、以下「IFRS第15号」とい

う。）を第１四半期連結会計期間から適用しております。 

当社グループでは、経過措置に従ってIFRS第15号を遡及適用し、適用開始の累積的影響を第１四半期連結会計

期間の利益剰余金期首残高の修正として認識しております。 

IFRS第15号の適用に伴い、IFRS第９号「金融商品」に基づく利息及び配当収益等を除き、以下の５ステップア

プローチを適用することにより収益を認識しております。 

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する

この基準の適用に伴い、５ステップアプローチに基づき、顧客との契約における履行義務の識別を行ったこと

により、当社グループが顧客に対して支払う対価である賃借料などの一部について、従来、売上原価として処理

していたものを、第１四半期連結会計期間より売上収益から控除しております。 

また、顧客との契約獲得のための増分コスト及び契約に直接関連する履行コストのうち、回収可能であると見

込まれる部分について資産として認識しております。契約獲得のための増分コストとは、顧客との契約を獲得す

るために発生したコストで、当該契約を獲得しなければ発生しなかったであろうものであります。 

なお、この基準の適用による当社グループの業績又は財政状態に対する影響は軽微であります。 

- 12 -

㈱アウトソーシング（2427）　2018年12月期　第２四半期決算短信



（セグメント情報）

① 報告セグメントごとの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。 

当社グループは、事業の内容別に区分されたセグメントから構成されており、「国内技術系アウトソーシング

事業」、「国内製造系アウトソーシング事業」、「国内サービス系アウトソーシング事業」、「海外技術系事

業」、「海外製造系及びサービス系事業」の５つを報告セグメントとしております。 

各セグメントの主な事業は以下のとおりであります。 

「国内技術系アウトソーシング事業」・・・当社子会社にて、メーカーの設計・開発、実験・評価工程への高

度な技術・ノウハウを提供するサービス、ＷＥＢ・スマートフォ

ン等の通信系アプリケーションやＥＣサイト構築、基幹系ＩＴシ

ステム・インフラ・ネットワークの各種ソリューションサービス

及び構築、医療・化学系に特化した研究開発業務へのアウトソー

シングサービス、建設施工管理・設計や各種プラントの設計・施

工・管理等の専門技術・ノウハウを提供するサービス、ＩＴスク

ール事業等を行っております。 

「国内製造系アウトソーシング事業」・・・当社及び当社子会社にて、メーカーの製造工程の外注化ニーズに

対し、生産技術、管理ノウハウを提供し、生産効率の向上を実現

するサービスを行っております。また、顧客が直接雇用する期間

社員等の採用代行（有料職業紹介）、期間社員及び外国人技能実

習生や留学生等の採用後の労務管理や社宅管理等に係る管理業務

受託事業及び期間満了者の再就職支援までを行う、一括受託サー

ビスを行っております。 

「国内サービス系アウトソーシング事業」・当社子会社にて、米軍施設等官公庁向けサービス及びコンビニエ

ンスストア向けサービス等を提供しております。

「海外技術系事業」・・・・・・・・・・・在外子会社にて、欧州及び豪州を中心にＩＴエンジニアや金融系

専門家の派遣サービス等を行っております。 

「海外製造系及びサービス系事業」・・・・在外子会社にて、アジア、南米、欧州等において製造系生産アウ

トソーシングへの人材サービス及び事務系・サービス系人材の派

遣・紹介事業や給与計算代行事業を行っております。また、欧州

にて公共機関向けＢＰＯサービス、欧州及びアジアにて国境を越

えた雇用サービスを行っております。 

「その他の事業」・・・・・・・・・・・・当社子会社にて、製品の開発製造販売や事務代行業務等を行って

おります。 

従来、報告セグメントを「国内技術系アウトソーシング事業」、「国内製造系アウトソーシング事業」、「国

内サービス系アウトソーシング事業」、「国内管理系アウトソーシング事業」、「国内人材紹介事業」、「海外

技術系事業」及び「海外製造系及びサービス系事業」の７区分としておりましたが、第１四半期連結会計期間よ

り、「国内技術系アウトソーシング事業」、「国内製造系アウトソーシング事業」、「国内サービス系アウトソ

ーシング事業」、「海外技術系事業」及び「海外製造系及びサービス系事業」の５区分へ報告セグメントの変更

を行っております。前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作

成しております。 

また、当社グループは、各報告セグメントの業績をより適正に評価、管理するため、従来、各報告セグメント

に配分していた全社費用を、第１四半期連結会計期間より調整額に含めております。前第２四半期連結累計期間

のセグメント利益は、この変更を反映した数値を記載しております。 
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② セグメント収益及び業績

当社グループの報告セグメントによる収益及び業績は以下のとおりであります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

前第２四半期連結累計期間（自 2017年１月１日 至 2017年６月30日） 

報告セグメント 

その他の 
事業 

（注１） 
合計 調整額 

（注２） 
連結 国内技術系

アウトソー
シング事業

国内製造系
アウトソー
シング事業

国内サービ
ス系アウト
ソーシング

事業

海外技術系
事業 

海外製造系
及び 

サービス系
事業

計 

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

売上収益 

外部収益 23,315 22,542 4,624 13,560 41,536 105,577 234 105,811 － 105,811 

セグメント間収益 397 695 210 92 356 1,750 136 1,886 △1,886 － 

合計 23,712 23,237 4,834 13,652 41,892 107,327 370 107,697 △1,886 105,811 

売上原価及びその他

の収益、費用 
△22,468 △21,675 △4,547 △13,197 △40,308 △102,195 △369 △102,564 227 △102,337

セグメント利益

（営業利益） 
1,244 1,562 287 455 1,584 5,132 1 5,133 △1,659 3,474 

（調整項目） 

金融収益 － － － － － － － － － 227 

金融費用 － － － － － － － － － △626 

税引前四半期利益 － － － － － － － － － 3,075 

（注１）「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、当社子会社にて、製品の開発

製造販売及び事務代行業務等を行っております。 

（注２）セグメント利益の調整額△1,659百万円は、企業結合に係る取得関連費用△180百万円、全社費用△1,507百万

円、特定の事業セグメントに配賦されない損益及びセグメント間の内部取引消去が含まれております。 

（注３）セグメント間の売上収益は、市場実勢価格に基づいております。 

当第２四半期連結累計期間（自 2018年１月１日 至 2018年６月30日） 

報告セグメント 

その他の 
事業 

（注１） 
合計 調整額 

（注２） 
連結 国内技術系

アウトソー
シング事業

国内製造系
アウトソー
シング事業

国内サービ
ス系アウト
ソーシング

事業

海外技術系
事業 

海外製造系
及び 

サービス系
事業

計 

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

売上収益 

外部収益 32,547 28,785 9,249 16,165 52,102 138,848 251 139,099 － 139,099 

セグメント間収益 551 734 124 78 397 1,884 200 2,084 △2,084 － 

合計 33,098 29,519 9,373 16,243 52,499 140,732 451 141,183 △2,084 139,099 

売上原価及びその他の

収益、費用 
△30,813 △26,781 △8,716 △15,579 △51,101 △132,990 △390 △133,380 △811 △134,191

セグメント利益

（営業利益） 
2,285 2,738 657 664 1,398 7,742 61 7,803 △2,895 4,908 

（調整項目） 

金融収益 － － － － － － － － － 69 

金融費用 － － － － － － － － － △1,090 

税引前四半期利益 － － － － － － － － － 3,887 

（注１）「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、当社子会社にて、製品の開発

製造販売や事務代行業務等を行っております。 

（注２）セグメント利益の調整額△2,895百万円は、企業結合に係る取得関連費用△508百万円、全社費用△2,361百万

円、特定の事業セグメントに配賦されない損益及びセグメント間の内部取引消去が含まれております。 

（注３）セグメント間の売上収益は、市場実勢価格に基づいております。 
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３．補足情報

当第２四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第２四半期連結累計期間
（自 2018年１月１日 
至 2018年６月30日）

金額
（百万円）

構成比
（％）

前年同期比増減
（％）

国内技術系アウトソーシング事業 32,547 23.4 39.6

電気機器関係 6,560 4.7 36.9

輸送用機器関係 8,356 6.0 47.7

化学・薬品関係 1,309 1.0 19.0

IT関係 9,622 6.9 36.3

建設・プラント関係 4,327 3.1 42.4

その他 2,373 1.7 42.3

国内製造系アウトソーシング事業 28,785 20.7 27.7

電気機器関係 9,209 6.6 9.1

輸送用機器関係 11,474 8.3 50.2

化学・薬品関係 2,525 1.8 16.6

金属・建材関係 1,937 1.4 3.7

食品関係 838 0.6 0.9

その他 2,802 2.0 74.9

国内サービス系アウトソーシング事業 9,249 6.6 100.0

小売関係 768 0.5 △7.6

公共関係 7,177 5.2 133.3

その他 1,304 0.9 82.2

海外技術系事業 16,165 11.6 19.2

電気機器関係 99 0.1 85.9

輸送用機器関係 304 0.2 127.7

化学・薬品関係 228 0.2 △0.8

IT関係 1,695 1.2 31.4

金属・建材関係 124 0.1 32.9

建設・プラント関係 93 0.1 △16.7

食品関係 28 0.0 1,245.3

小売関係 517 0.4 1.8

公共関係 9,229 6.5 11.8

金融関係 2,738 2.0 25.1

その他 1,110 0.8 60.3

海外製造系及びサービス系事業 52,102 37.5 25.4

電気機器関係 10,313 7.4 18.4

輸送用機器関係 7,743 5.6 5.8

化学・薬品関係 2,322 1.7 9.2

IT関係 1,722 1.2 △3.8

金属・建材関係 729 0.5 6.0

建設・プラント関係 784 0.6 12.7

食品関係 1,959 1.4 134.8

小売関係 6,679 4.8 40.9

公共関係 11,793 8.5 10.2

金融関係 1,154 0.8 33.0

その他 6,904 5.0 124.5

その他の事業 251 0.2 7.3

合計 139,099 100.0 31.5

（注１）セグメント間の取引につきましては相殺消去しております。 

（注２）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（注３）セグメント区分は、事業の種類・性質の類似性を考慮して行っております。 
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地域別売上高は、次のとおりであります。 

地域

当第２四半期連結累計期間
（自 2018年１月１日
至 2018年６月30日）

金額
（百万円）

構成比
（％）

前年同期比増減
（％）

日本 70,832 50.9 39.7

アジア（除く、日本） 9,083 6.5 4.0

オセアニア 20,282 14.6 11.3

欧州 35,842 25.8 39.0

南米 3,060 2.2 30.2

合計 139,099 100.0 31.5

（注１）セグメント間の取引につきましては相殺消去しております。 

（注２）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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